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はじめに 

 2003 年からイラクに介入した米軍は、フセイン政権を崩壊させた後、

イラクの安定化を試みるも苦戦を強いられていた。そのような状況の中、

米陸軍及び海兵隊は、ある作戦ドクトリンの改訂に踏み切った。それが、

2006 年 12 月に発簡された Field Manual 3-24 / Marine Corps Warfighting 

Publication 3-33.5 Counterinsurgency（以下「FM 3-24(2006)」）である。

Counterinsurgency（対反乱）とは「既存の政府を崩壊させることを目的に

破壊や武装闘争などを用いる反乱勢力を打破するために、政府が行う、軍、

警察軍（Paramilitary）、政治、経済、心理、そして市民の活動」と定義され、

略してCOIN（コイン）と称されることもある1。苦戦の中で戦略変更を求

める声が高まっていた米国では、この FM 3-24(2006)の発簡が注目を集め、

メディアでも大きく報道された。そして、その一カ月後、ブッシュ大統領

はイラクに対する二万人の増派と対反乱を重視した戦略への変更を表明

する。 

 一方、FM 3-24(2006)が発簡されてから８カ月後の 2007年８月、今度は

米空軍がAir Force Doctrine Document 2-3 Irregular Warfare（以下「AFDD 2-

3(2007)」）ドクトリンを発簡する。Irregular Warfare（非正規戦）とは「人民

に対する正統性と影響力をめぐる国家と非国家との間でおこなわれる暴

力行為」と定義され、略して IW（アイ・ダブリュー）と称されることも
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ある2。対反乱は、非正規戦における一つの作戦と位置づけられている。こ

のAFDD 2-3(2007)策定の背景には、FM 3-24(2006)が関係していた。FM 3-

24(2006)の中に記載されていた対反乱におけるエア・パワーの使用に関す

る記述が十分でないとする米空軍側が、独自の策定に乗り出したのである。

そして、作成を開始してからわずか半年で AFDD 2-3(2007)を作り上げ発

簡した。 

 なぜ米空軍は、米陸軍及び海兵隊と同じ対反乱ドクトリンではなく非正

規戦ドクトリンの策定に帰結したのか。本稿では、２つのドクトリンが作

成された経緯と実際の策定作業の進められ方、議論された内容と最終的な

成果物としてのドクトリンを比較分析してこの問いに対する答えを導き

出す。そして、ドクトリン先進国である米国の軍隊が、いかにしてドクト

リンを作り活用しているのか、その実態を明らかにする。本稿は、それら

を理解することによって、ドクトリン策定のあり方について考えるきっか

けを提供できることを期待するものである。 

 

１ 米国にとってのイラク戦争 

 イラクの大量破壊兵器保有を疑うブッシュ（George W. Bush）政権は、

米国に賛同する国々と有志連合軍を結成して、2003年３月19日、イラク

への介入作戦「イラクの自由作戦（Operation Iraqi Freedom: OIF）」を開始

した。その目的は、イラクからサダム・フセイン政権を排除し、選挙によ

って選ばれた新政権の下で、安定的な民主国家を樹立させることであった。

圧倒的な軍事力を有した多国籍軍は、開戦から 21 日後の４月９日には首

都バクダッド中心部に侵攻し、翌月の１日にはブッシュ大統領がペルシャ

湾に展開していた米空母エイブラハム・リンカーンの艦上で戦闘終結宣言

を行った。しかし、米国はこの後のイラク再建において、苦戦を強いられ

ることとなる。 

 戦闘終結宣言後のイラク再建及び安定化を進めるにあたり、当時の米国

防長官ラムズフェルド（Donald H. Rumsfeld）は、アフガニスタン方式によ

る米軍の介入を念頭に置いていた。エア・パワーに援護された特殊作戦部
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隊を必要最小限の規模でイラク国内に展開させ、速やかにイラク政権とイ

ラク治安部隊を育成し権力を委譲させることで、派遣部隊を短期間で撤収

させるというものであった。しかし、現実はそうはいかなかった。時間と

ともに、イラク国民だけではなく派遣された米兵の犠牲者も増加していっ

たのである。イラク国民と派遣米兵の犠牲は年々増加し、2006年には、イ

ラク介入当初の倍以上の犠牲者を出す結果になっていた3。シーア派とス

ンニ派による宗派間対立も顕著になり始め、このままでは内戦状態に陥る

のではないかとの懸念が高まっていった。 

 状況の悪化は、米国内に早期撤退を含めた介入戦略の見直しを求める世

論を高め、ブッシュ政権は戦略の見直しを余儀なくされた。そのような中

で、ブッシュ大統領の戦略変更に影響を与えたと言われるのが、FM 3-24 

(2006)の策定で中心的な役割を果たしたペトレイアス（David H. Petraeus）

陸軍中将（当時）とその存在をブッシュ大統領に直接打診した退役陸軍大

将のキーン（Jack M. Keane）であった。イラクにおける状況の悪化を新イ

ラク政府及びそれを支援するイラク駐留有志連合軍（以下「イラク多国籍

軍」）に対する反乱活動（Insurgency）と位置づけたブッシュ政権は、これ

を鎮静化するために対反乱（COIN）への戦略変更を発表した。 

 

２ 米陸軍・海兵隊によるドクトリン改訂 

 ブッシュ大統領の戦略見直しに影響を与えたと言われるペトレイアス

が指揮する統合兵器センター（Combined Arms Center: CAC）は陸軍のドク

トリンを作成する部署であり、ブッシュ大統領が戦略変更を表明する一カ

月前の2006年12月にFM 3-24 (2006)を発簡した。その公表は、戦略の変

更を求める声が高まっていたアメリカ国内の高い関心を集め、メディアで

広く報道された。この発簡に至った経緯、改訂に関わったチーム・メンバ

ーの特色そして改定内容の特徴は以下のとおりである。 

（１）改訂に至った経緯  

 対反乱に関するドクトリンがFM 3-24 (2006)として陸軍で改訂されたの

は、実に 20年ぶり（海兵隊では 25年ぶり）であった。ヴェトナム戦争が
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激化する直前のケネディ政権下において、対反乱への関心が高まった時期

がありドクトリン化もされたが、1970年代中頃には破棄された。そして、

1980 年代にニカラグアやエルサルバドルなど中南米における紛争で再び

対反乱が注目されるようになるが、1987 年に特殊作戦司令部（Special 

Operations Command）が創設されると、通常の作戦部隊における対反乱へ

の関心は再び薄れていった。米国がOIFを開始した 2003年には、被支援

国が自らの力で問題を解決できるよう必要最小限の支援を行うべきであ

ることが、作戦ドクトリン（FM 3-0 Operations）の中に 1ページ記載され

ているだけであった4。 

 イラク国内の情勢が悪化して反乱の様相が強まる中、国防総省内では戦

略の見直しを進める動きが見られるようになり、2005年 11月には安定化

作戦に向けドクトリン、組織、訓練などを含めた見直しへの取り組みを求

める国防総省指令 3000.05（Defense Department Directive 3000.05）5が出さ

れ、2006年2月には非正規戦を強調した QDR6（Quadrennial Defense Review）

が発表された。この動きに積極的に追従したのが、イラクにおける二度の

派遣を終えて、2005 年 10 月に CAC の司令官へと就任したペトレイアス

であった。ペトレイアスは、このCAC 司令官就任をチャンスと捉えてい

た。この当時ペトレイアスは、ケーシー（George W. Casey）大将の後任と

してイラク多国籍軍司令官の職を既に打診されており、その就任前に陸軍

を非正規戦や対反乱に対応できる軍隊に変革させたいという考えがあっ

たからである。CAC 司令官は、陸軍の訓練・ドクトリン司令部（Training 

and Doctrine Command）の副司令官を兼任しており、その隷下にはすべて

の戦闘学校（combat schools）、派遣前の兵隊がシミュレーションや実弾訓

練を行う国家訓練センター（National Training Center）及び統合即応訓練セ

ンター（Joint Readiness Training Center）、派遣直前の部隊が最終準備をする

戦闘指令訓練プログラム（Battle Command Training Program）、そして軍の

歴史研究者がイラクやアフガニスタンにおけるすべての戦闘作戦を分析

する陸軍教訓センター（Center for Army Lessons Learned）が組織されてい

た7。CAC以下のこれら組織は、CACが作成したドクトリンを教育し、訓
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練し、そして実戦での結果を評価して改善につなげるというフィード・バ

ック・ループを形成することができる一連の組織体系になっており、陸軍

における「変革の原動力（An Engine of Change）」と呼ばれていた8。ペト

レイアスは、CAC において新たな対反乱ドクトリンを策定することが、

陸軍を非正規戦や対反乱に対応できる組織に変革させる最善の方法であ

ると考えた。そして、現に対反乱ドクトリン改訂後には、ケーシー大将に

代わってイラク駐留多国籍軍司令官に就任し、新たなドクトリンを学んで

訓練された部隊を率いてイラクにおける対反乱作戦を指揮したのである。 

 一方、ペトレイアスが取り組んだ対反乱ドクトリンの策定作業は、実際

には 2004 年 2 月から CAC で進められていた。戦闘指令訓練プログラム

で実施される訓練と実際にイラクで遂行される作戦との相違に問題を感

じたペトレイアスの前任CAC 司令官であるスコット（William Scott）中将

が、ドクトリン部門に対し半年以内に新たな対反乱ドクトリンを作成する

ように命じたのである9。策定作業はドクトリン部門の中佐が担当したが、

彼はイラク派遣の経験もなければ対反乱について学んだこともなかった
10。このドクトリンは期限内に策定され、2004 年 10 月に暫定ドクトリン

（FMI 3-07.2211）という形で発簡されたが、満足できる内容のものではな

かった。新たに司令官に赴任したペトレイアスは、新たなドクトリンの改

訂作業には豊富な経験と高学歴を有した将校を集結させる必要があると

認識していた。そして、これまでの人脈を活かして対反乱ドクトリン改訂

チームを組織したのである。 

（２）対反乱ドクトリン改訂チーム 

 対反乱ドクトリン改訂チームは、十数名の主要執筆者とさらに十数名の

支援執筆者から構成されていた。主要執筆メンバーには、陸軍のほか海兵

隊や大学の研究者が含まれていた。その中には、ペトレイアスを含め数名

の「学者戦士」（Warrior Scholar）12と呼ばれる博士号を持った将校が含ま

れていた。また海兵隊の参加は、ペトレイアスと同じ時期にイラクで第一

海兵師団の指揮を執り、その後海兵隊のドクトリンを作成する海兵隊戦闘

開発司令部（USMC Combat Development Command）の司令官に就任して
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いたマティス（James N. Mattis）中将13の賛同によって実現していた。マテ

ィスは、第一海兵師団司令官時代に対反乱に適した作戦を実践し、住民と

反乱勢力の切り離しに成功していた。この事例は、対反乱の成功例として

FM 3-24(2006)の中で紹介されている14。ペトレイアスに賛同したマティス

は、海兵隊の優秀な人材を改訂チームに派遣するとともに、自らも積極的

に助言をおこなってFM 3-24(2006)の策定に貢献した。 

 改訂チームは、幅広い知見を結集させるために、多彩な分野の人々から

意見を聴取する機会を多く設けていた。陸軍内のイラク・アフガニスタン

経験者や上級将校だけではなく、イギリス陸軍のドクトリン執筆者や中央

情報局（CIA）、アメリカ合衆国国際開発庁（USAID）、国務省などの国家

機関、著名なシンクタンク、メディア、そして人権保護団体などの非政府

組織（NGO）などからも意見聴取を行った。 

 改訂チームの中には、作業を主導する数名のキーパーソンが存在した。

まずは、改訂チームを指揮したCAC 司令官のペトレイアスである。ペト

レイアスは、自らの知見と対反乱に対する思いを改訂作業の主要なポイン

トで反映させている。ヴェトナム戦争から米軍が撤収した直後に陸軍士官

学校を卒業したペトレイアスは、この頃から対反乱に強い関心を持ち、彼

が生涯をかけて取り組む課題となった。1987 年にペトレイアスがプリン

ストン大学で取得した博士論文では、ヴェトナム戦争における米軍の教訓

をテーマに研究し、ヴェトナム戦争後の米軍が対反乱に備える必要性を論

じている15。イラク戦争では、第 101空挺団を指揮してイラク北部に位置

するモスルを占領し、対反乱原則に基づく統治の成功例として注目された。

ペトレイアスは、イラク介入前から対反乱原則導入の必要性を唱えるとと

もに、自らも指揮官としてこれを実践してみせたのである。CAC 司令官

に就任したペトレイアスは、就任後まもなく自身のモスルにおける指揮経

験を基に「イラクでの軍務に基づく 14の所見16」を示し、それは改訂チー

ムの指針となった。そしてこの指針は、最終的にFM 3-24 (2006)の第 1章

に盛り込まれた。 

 もう一人は、改訂チームの取りまとめ役を務めたクレーン（Conrad C. 
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Crane）である。クレーンは陸軍大学（Army War College）の主任歴史研究

家で、フセイン政権崩壊後のイラク再建計画に関与していた人物である17。

退役軍人であるクレーンは、ペトレイアスと陸軍大学入学時代の同期生で

あり旧知の仲であったとともに、対反乱ドクトリン改訂に大きな影響力を

及ぼしたコーエン（Eliot Cohen）教授から高い信頼を得ていた。コーエン

は、ジョンズ・ホプキンス大学上級国際研究所戦略研究プログラムに所属

し、この時期、対反乱に関する研究会を頻繁に主催するととともに、対反

乱をテーマとしたシンポジウムに出席して積極的に発表を行っていた人

物である18。あるシンポジウムでクレーンの発表を聞いたコーエンが、ペ

トレイアスとともに改訂チームを率いるべきだと感じ、ペトレイアスに推

薦した19。クレーンは、作業全体のとりまとめ役を務めながら、調整役と

してペトレイアスの意図をうまく改訂作業の中に取り入れていった。対反

乱ドクトリンの素案に対する意見聴取において、最も難しかったのは将官

クラスの上級将校から寄せられる意見をどう扱うかであったが、クレーン

はペトレイアスと相談しながらうまくこれらを処理していき、短期間での

ドクトリン策定に貢献した20。 

 改訂チームの中で、ドクトリンの記載内容に大きな影響力を及ぼした人

物が、国防副長官の特別軍事顧問からチームに入ったネイグル（John A. 

Nagl）中佐であった。ネイグルは、改訂チームに入る前から陸軍内におい

てペトレイアスとともに対反乱戦略の導入を提唱する一人として、名が知

られた存在であった。きっかけは、彼の著書『ナイフでスープを食べるこ

とを学ぶ：マラヤとヴェトナムからの対反乱教訓21』が注目を浴びるよう

になったことである。ネイグルはこの著書の中で、組織論及び古典的対反

乱原則で有名なトンプソンの 5原則22を使って英国によるマラヤ危機と米

国によるヴェトナム戦争を比較し、対反乱とそれを実行するための軍組織

について研究した。そして、教訓を活かして危機後のマラヤ（現マレーシ

ア）を安定化させた英国に対して、教訓を活かすことができなかった米軍

組織の問題を指摘した。当時陸軍参謀総長であったスクーメーカー（Peter 

J. Schoomaker）大将は、ネイグルの本を必読本として推奨し、自分の部屋
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を訪ねてきた軍幹部にこの本をプレゼントしていた23。それぐらい、イラ

クで苦戦する米軍に注目された本であった。ネイグルは改訂チームに、ガ

ルーラ（David Galula）の『対反乱戦争24』を読むことを薦め、その内容は

FM 3-24(2006)に反映された。またネイグルは、FM 3-24(2006)の導入部分

で重要な役割を成す序章の執筆を担当し、その中で対反乱に勝つためには

「学ぶ」ことと「順応」することが重要であることを強調している。 

 このほかにも多彩な人物の知見が FM 3-24(2006)の中には反映されてい

る。例えば、オーストラリアの軍人でありながら、ネイグルと同じくイラ

クにおける対反乱の導入を強く推奨し、米国務省に出向して米国政府や米

軍に助言を行っていたキルカレン（David Kilcullen）25や一般市民の付随的

損害を研究し人権の観点からコーエン同様対反乱に関する勉強会や協議

会を頻繁に開催していたハーバード大学人権政策研究センター長シウォ

ール（Sarah Sewall）などである。キルカレンがMilitary Reviewに掲載して

いた対反乱に関する文献は、FM 3-24(2006)の付録末尾で「行動の手引き」

として引用された26。また、シウォールが開催していた協議会には、コー

エン、ペトレイアス、ネイグルなどが改訂チーム結成前から参加しており、

改訂チームに助言を行った人権団体やNGOのメンバーの多くはこの協議

会を通じて改訂チームとの支援関係を持つようになった。 

（３）改定内容の特徴 

 改訂チームだけではなく、軍、他政府機関、非政府組織、メディアなど

からの幅広い知見を基に作られた対反乱ドクトリンは、全８章及び５つの

付録末尾にまとめられた。ページ数にして、282ページの大作である27。 

 導入部分では、これまで自分たちが反乱や対反乱について学ぶことを怠

ってきたことを強調している。伝統的戦争を戦うために訓練された大規模

な軍隊であれば、小規模な非正規戦で負けることはないだろうという思い

込みがあったとした上で、対反乱では相手よりも先に学んだ側、より学習

能力がある組織の方が勝利すると忠告している28。そして、第 1章では、

トンプソンやガルーラが過去の対反乱経験から導き出した原則を古典的

な対反乱原則として反映させ、今日の戦争が人々の間の戦争（Wars Among 
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the People）であるとした上で、正統性を確保した政府による安定した統治

を最終的な目標とし、敵ではなく住民に焦点を当てている29。また、特筆

すべき内容として、この章には対反乱を実行するのに必要なおおよその人

員割合（住民 1,000人当たりに必要な対反乱要員の人数）も記載されてい

る。これは、ペトレイアスが FM 3-24(2006)完成後、イラク多国籍軍司令

官に就任する際、米国議会の承認を得るために議会国防委員会で自ら証言

を行う必要があり、その際増派に必要な人員数の根拠を聞かれることを予

期していたというのも理由のひとつであった30。さらにこの章の最後には、

対反乱作戦の難しさを示す「対反乱作戦の逆説（Paradoxes of 

Counterinsurgency Operation）」が記述されている。それは、対反乱を実行す

る際の 9つの矛盾で、例えば「自分を守れば守るほど、より危険になる」

とか、「武力を使用すればするほど、より悪い効果をもたらす」とか、「対

反乱における最良の武器は、撃たないことである」といったような内容を

含んでいた31。このパラドックスに関する記載に対しては、陸軍や空軍の

上級将校から多くの異論が出され、後の AFDD 2-3(2007)作成の一因にな

ったとも言える。 

第２章では、対反乱活動に勝利するために必須なものとして、民軍協力

の重要性を示す「取組の一貫性(Unity of Effort)」が強調されている。取組

の一貫性は、古典的対反乱原則でも特に強調されている事項であり、執筆

作業の当初からその重要性が認識されていたため、最初の方の章に記載さ

れたものと思われる。 

そして、第３章から第５章までが、対反乱の作戦立案と実行に関わる重

要な章で、情報活動から作戦立案の着意事項、そして作戦評価や攻撃目標

の決め方に至るまでが事細かに記載されている。特に第４章の対反乱活動

及び作戦の立案には、マティス海兵隊中将の提言が取り入れられており、

クレーンはそれまでの陸軍にはなかった考え方が反映されたと述べた32。

第６章以降には、被支援国家の治安維持軍育成や指揮、倫理33、後方など

について記載された。 

 本章としての記載には値しないが、認識しておく必要があるとされる内
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容については、付録末尾として記載された。それらは、行動の手引きのほ

か、作戦や脅威の評価方法、現地での通訳支援、法的考慮事項、そして対

反乱におけるエア・パワーについての５つであった。この付録末尾の中で、

議論を呼んだのがエア･パワーに関する記載であった。 

対反乱におけるエア・パワーの使用は、最終付録末尾の Appendix E に

６ページ記載された。作成を担当したのは、第６章「被支援国治安軍の構

築」の作成担当で、陸軍指揮幕僚大学において軍事史を教えていたコルム

（James S. Corum）教授であった。コルムは、2003年に『小規模戦争にお

けるエア・パワー 反乱勢力及びテロリストとの戦い34』を執筆した人物

である。コルムは、付録末尾の執筆にあたり、CAC に所属していた空軍

及び海軍パイロットの連絡幹部教官から論評をもらうとともに、空軍から

の意見書なども参考にしていた。 

エア･パワーに関する付録末尾には、地上部隊の支援手段としてエア・

パワーの重要性が記されている。主な内容としては、航空攻撃のほか、情

報収集、ハイテク・ローテク装備が果たす役割、航空輸送、指揮系統、そ

して被支援国の能力構築についてである。航空攻撃については、対反乱に

おいて大きな価値をもたらすとしながらも、指揮官はそのリスクを考慮し、

細心の注意を払わなくてはならないと忠告している。たとえ精密誘導兵器

を使用したとしても、意図しない住民の被害をもたらす可能性は排除でき

ないためだと説明している。これは、第１章のパラドクスで示された、付

随的損害によって住民が政府に反感を持つ可能性と反乱勢力がそれをプ

ロパガンダとして利用する可能性に対する懸念であった。法に基づく攻撃

であったとしても、住民の付随的損害の映像がメディアを通じてもたらす

反乱勢力への利益は計り知れないものであるとした35。 

エア・パワーに関する記載について、海兵隊は「エア・パワーが統合作

戦として対反乱の中で果たす役割は誰もが知っていることなので不要で

ある」と考えていた。しかし、陸軍側は「対反乱作戦の中でも特に攻撃以

外の作戦においてエア・パワーが持っている特質を強調したい」として記

載を望んだ。その想いの中には、ここに記載することによって、空軍内で
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対反乱に対する関心を高め、議論を促進させたいというペトレイアスとク

レーンの想いも含まれていた。実は、素案段階で空軍は付録末尾に組織と

して関心を示さなかった36。ペトレイアスとクレーンは、対反乱における

エア･パワーの使用について、アフガニスタンにおける事例を気にしてい

た。アフガニスタンでは、エア・パワーの能力をもって地上兵力を肩代わ

りしようとした結果、航空攻撃による一般市民の付随的損害が発生し、ア

フガニスタン国内における民衆の非難をもたらすとともに NATO の努力

に対する国際社会のイメージを悪化させていた37。そのような中で、空軍

側からは、このアフガニスタンのようなエア･パワーの使用が対反乱に適

しているとの意見が多く聞かれたからであった。 

 FM 3-24(2006)の発簡は、その後AFDD 2-3(2007)だけではなく統合ドク

トリン Joint Publication 3-24 Counterinsurgency (2009)やNATOの対反乱ドク

トリンAllied Joint Publication3.4.4 Allied Joint Doctrine for Counterinsurgency 

(2011)の作成へとつながっていく38。また、イギリス陸軍も 1995年に発簡

していた対反乱ドクトリンを 14年ぶりに改訂する。 

 

３ 米空軍によるドクトリン制定 

 FM 3-24 (2006)発簡から８か月後の 2007 年８月、米空軍は AFDD 2-

3(2007)を発簡した。そのドクトリンのタイトルは「対反乱」ではなく、対

反乱も含みより広い意味を持った「非正規戦」であった。新たなドクトリ

ンの短期間による策定は、ある意味ペトレイアスとクレーンの思惑どおり

に空軍内の関心が高まり、議論を促進させたことを示している。この発簡

に至った経緯、AFDD 2-3(2007)に大きな影響を及ぼした対反乱に関する空

軍シンポジウムにおける議論の内容、そして非正規戦として策定されたド

クトリンの特徴は以下のとおりである。 

（１）制定に至った経緯 

AFDD 2-3(2007)の発簡は、改訂ではなく新しいドクトリンの制定であっ

た。それまで米空軍において非正規戦もしくは対反乱というタイトルのド

クトリンが単独で存在したことはなく、「戦争以外の軍事行動（Military 
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Operations Other Than War: MOOTW）」という呼び方の方が一般的であった。

ただ、対反乱という言葉が空軍内のドクトリンでまったく使われてこなか

ったわけではない。過去の空軍基本ドクトリンを調べてみると、1964 年

３月発簡の基本ドクトリンには「第５章 対反乱における空軍力の行使」

という項目がある39。1964年というのは、ちょうどヴェトナム戦争の情勢

が悪化する中で、ケネディ政権が対反乱に関する検討をしていた時期に近

い40。しかし、それ以降の基本ドクトリンでは「対反乱」という表現はな

くなり、低強度紛争などにおける特殊作戦41や MOOTW といった項目に

変わっていった。 

非正規戦が米軍内で注目を浴びるようになったのは、2006 年２月にこ

の言葉を使用したQDRが発表されてからである。ちょうど空軍が、非正

規戦ドクトリンの作成を開始した時期に重なる。ただし、地上における作

戦の閉塞感とは異なり、空軍の作戦が米軍の犠牲を増加させるような困難

な状況に陥るというようなことはなかった。空爆による一般市民の付随的

損害がメディアに取り上げられることはあったが、航空攻撃による一般市

民の犠牲者数は 2005 年、2006 年と続けて減少傾向にあった42。また、近

接航空支援のために空中待機する航空機が、攻撃目標の指定を受けて実際

に爆弾を投下する割合も大幅に少なくなっていた時期であり航空作戦と

しては全般的に安定していた。そのようなことから、陸軍や海兵隊のよう

に早急に非正規戦ドクトリンを策定しなければならない必然性は、米空軍

の作戦状況からは見当たらない。 

一方、AFDD 2-3(2007)策定の過程で空軍が主催した対反乱シンポジウム

における議論の内容や空軍将官の発言からすると、やはり空軍が非正規戦

ドクトリンの策定に取りかかったのは、FM 3-24(2006)の付録末尾に記載

された内容に納得できなかったからといえる。空軍の航空戦闘司令官

（Commander of Air Combat Command）は、対反乱シンポジウムにおいて

エア・パワーの役割が FM 3-24(2006)では付録末尾扱いであったことに対

する不満をクレーンやネイグルの前で発言している43。また、FM 3-

24(2006)の策定にあたって、空軍の意見がまったく取り入れられておらず、
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不十分であるとの批判も出ていた。そのような意見の中には、特定の軍種

によってのみ作成された不十分な内容のドクトリンが一人歩きして、対反

乱におけるエア･パワー本来の能力が十分に理解されることなく広まるこ

とへの懸念があった44。空軍の上級将校の中には、エア・パワーが持つ能

力というのが、単に対反乱作戦における地上兵力の支援だけではなく、も

っと幅広く効果的に使用できるし、されるべきという想いがあった45。 

空軍は、2007年の 2月に執筆グループを立ち上げ、同年 8月にAFDD2-

3(2007)を発簡する。通常 1年ほどかかるドクトリンの制定や改訂作業を、

空軍は半年間で成し遂げた46。FM 3-24(2006)の改訂チームのように、策定

に至った経緯と策定作業について具体的に説明している回顧録のような

資料は見当たらないが、2007年 4月に空軍が主催した対反乱シンポジウ

ムに関する資料において、何が議論されたのかを確認することができる。 

（２）対反乱に関する空軍シンポジウム 

米空軍は 2007 年４月 24 日からの三日間、「対反乱」をテーマに空軍シ

ンポジウムを空軍大学において開催した。セミナーは、空軍司令部、航空

戦闘指令所（Air Combat Command: ACC）、そして空軍特殊作戦司令部（Air 

Force Special Operation Command: AFSOC）の協賛で実施され、他軍や他政

府機関、国際機関、そして文民及び学者などからなる有識者 170名以上が

参加した。このセミナー開催には、多彩な有識者から対反乱とエア･パワ

ーに関する知見を収集して、策定途中である AFDD 2-3(2007)に反映させ

るという目的があった。 

シンポジウムでは、空軍として非正規戦や対反乱作戦をどう理解し、い

かにしてこの中で空軍が貢献すべきなのかが議論された。陸軍側から参加

していたネイグルとクレーンは、FM 3-24(2006)で何を議論したかを発表

するとともに、対反乱作戦で重要なのは軍事行動そのものではなく正統性

のある政府の構築であることを説いた47。 

セミナーでは、政策・戦略・ドクトリン連携の必要性、部隊構築、戦略

的コミュニケーション、そして被支援国の能力構築という４つの領域が議

論された。議論の中では、対反乱を自ら実施するのと教えるのとでは戦略
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もドクトリンも異なることや、世界中で起こりえる非正規戦に対して米軍

が常に主体的に介入することはできないといった意見が出された。その他

にも、非正規戦への関わり方について政治的決断が求められるであるとか、

指揮系統はどうするのか、長期戦が求められる対反乱の中で広報活動、情

報活動、そして心理戦はどうするのか、被支援国の能力構築を実行するた

めに米軍には何が求められるのか、といった意見も出された。 

そして、これら議論を通じて、既存のエア・パワーを対反乱に使用する

上でのメリットとデメリットの存在も明らかになった。一元的指揮による

統合運用と正確な情報による状況判断の下で精密誘導兵器を使用すれば、

一般市民の付随的損害と地上に派遣する兵力の被害を極限する効果が期

待できるであるとか、既に空軍が保有している圧倒的エア・パワーの優位

性を活かせば、反乱勢力を継続して空から威嚇することが可能となるとい

ったような意見がメリットとして出された。その一方で、空軍の主たる任

務は国家間戦争において航空優勢を獲得して圧倒的勝利を収めることで

あり、そのための効果的かつ効率的なエア・パワーの整備がこれまで進め

られてきたが、対反乱作戦を主体的に実行しようとするのであれば、それ

に適した装備品の整備及び訓練が求められ、主たる任務である国家間戦争

において勝利する能力を弱めてしまいかねないといった意見がデメリッ

トとして出された。 

議論の結果は、大きく分けて二つの課題にまとめられた。一つは、空軍

が初期の対反乱環境では順調に機能しながらも、その後の転換期もしくは

撤退期といった時期になるとうまく機能しなくなること。もう一つは、対

反乱を自ら戦うという空軍の思考を、被支援国が対反乱を戦えるようにす

るという思考に変える必要があることであった。グローバルな関与が求め

られた当時の米国防戦略の中で勝利を収めるためには、全てを米軍が行う

ことは不可能であり、被支援国の協力が不可欠であるということと、他国

の内戦に介入した国が介入国単独で勝利を収めた事例は歴史の中に存在

しないといった認識から出された課題であった48。 

最終的にシンポジウムでは、まず米軍にとっての非正規戦及び対反乱が
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どのようなものであるかを定める必要があること、戦略が階層的に提示さ

れる必要があることなどがまとめられた。その上で、非正規戦や対反乱と

いったものは、空軍が全組織を投入して包括的に対応しなければならない

ものではなく、特殊作戦部隊による任務の範囲であるとした。そして、被

支援国の能力構築を前提に非正規戦もしくは対反乱を考えていくのであ

れば、空軍独自の対反乱作戦ドクトリン策定や対反乱用装備品の整備は不

要であるとの結論に至った49。シンポジウムでは、このような提言が 220

出され、AFDD 2-3(2007)の最終案に活かされることとなった50。 

ちなみに、シンポジウムで議論された FM 3-24 (2006)に対する批判的な

議論は、AFDD 2-3(2007)発簡以降も活発に行われることとなる。代表的な

ところでは、米空軍のダンラップ（Charles J. Dunlap）少将や空軍戦略家と

して知られるメイリンガー（Philip S. Meilinger）などが、派兵（boots on the 

ground）に取って代わることができるエア･パワーの優れた技術力を、陸

軍や海兵隊はきちんと理解していないと批判する51。そしてこの議論は、

対反乱に関する統合ドクトリン（JP 3-24 Counterinsurgency）が発簡された

2009年以降も続いている52。 

（３）AFDD 2-3(2007)の特徴 

米空軍は AFDD 2-3(2007)の中で、非正規戦ドクトリンを制定した理由

について「伝統的な戦争とは異なる戦争形態である非正規戦の戦い方を示

すため」と説明している53。FM 3-24(2006)同様、イラク・アフガニスタン

での戦いを念頭に策定されたものではなく、広い視点かつ末永く適応でき

る概念を示すことを目的に策定された。 

AFDD 2-3(2007)は、全 103ページからなり、５つの章と添付資料から構

成されている。第1章で非正規戦や対反乱に関する定義と、非正規戦の主

な活動やそのために必要な能力を記している54。第２章では、非正規戦に

おけるエア・パワーの価値とその活用法を説明し、第３章でエア・パワー

による具体的な任務が示されている。そして、第 4章で非正規戦戦略とそ

の作戦計画の立て方、第５章で作戦を遂行するための指揮統制、環境、遂

行する上での着意事項などが示されている。付録末尾では、反乱に関する
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理解を深めるために反乱の動機や組織、反乱勢力によって使用される戦略

などが記された。 

 ドクトリンの内容は、シンポジウムで聞かれたような FM 3-24(2006)に

対する批判的な内容にはなっていない。ヴェトナム戦争の教訓を述べたル

メイ大将（Curtis E. LeMay）の言葉で始まり55、全体の記載として非正規戦

が伝統的戦争とは異なり軍事力のみで勝利を達成することはできないこ

とを強調している。非正規戦が、住民に対する正統性と影響力の確保をめ

ぐる戦いであり、重心（center of gravity）が人民であることも強調してい

る。そのため、通常戦と同じ航空装備を使用しても、作戦、戦略レベルで

求められる成果は通常戦とは全く異なるものであるということを認識す

る必要があるとも忠告している。 

 AFDD 2-3(2007)において、最も特徴的なのは対反乱シンポジウムにおい

て中心的な課題となった被支援国の能力構築に関することが、「第 3 章 

米空軍が持つエア・パワー能力」の最初に記載されていることである。被

支援国の能力構築が、戦闘支援や精密攻撃などの説明よりも先に記載され

ており、シンポジウムと同様に重要視して記載していることが伺える。こ

のほか、情報や戦略的コミュニケーションなど同じくシンポジウムで中心

的に議論されたことが、被支援国の能力構築に続いて最初の方の項目で記

載されている。また、説明の中には、反乱勢力に対する支援についても記

述されている。非正規戦の場合、対反乱だけではなく、反乱活動を展開し

ている反政府勢力側の支援を行うことも想定されるためである56。「非正規

戦」という対反乱よりも広い定義でドクトリンを策定した理由のひとつが、

米国政府の政策決定に柔軟に対応できるドクトリンにするためだったと

いうことがわかる。 

非正規戦におけるエア･パワーの活用方法としてAFDD 2-3(2007)が強調

しているのは、エア・パワーが持つ特質（スピード、航続距離、柔軟性、

汎用性、破壊力）を活かした小規模介入と迅速な対応、そして戦略・作戦・

戦術各レベルにおける継続的な情報収集による状況把握である57。これら

は、被支援国の外から飛来して任務を遂行することを可能とし、結果とし
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て米兵の派遣数を削減するので、地元住民が目にする米軍力を削減し、反

感も低減できるとする。 

 AFDD 2-3(2007)は、殺傷力を伴うエア・パワーの使用を否定してはいな

い。敵対勢力の戦意や能力に対する武力攻撃も戦略上必要であれば使用で

きるとしている。ただし、非正規戦の目的が正統性を持った政府による住

民への影響力確保であることをくり返し強調した上で、軍事行動はこの目

的に合致する範囲のものでなくてはならないとする。そして、FM 3-

24(2006)同様、敵対勢力を攻撃するよりも攻撃しない方が戦略目的の達成

につながることがあることも強調している58。 

 

４ 米軍ドクトリン策定の実態 

 ２つのドクトリンの策定経緯、議論された内容、そして最終的な成果を

比較すると、米軍ドクトリン策定における３つの実態が見えてくる。 

（１）智の集結システム 

２つのドクトリンは、陸軍、海兵隊及び空軍の各軍種が設置している

各々のドクトリン策定専門部署が担当した。しかし、その策定は、担当部

署のみで完遂できたわけではない。当初、陸軍では一人の中佐が独学で対

反乱ドクトリンの作成を試み暫定と言う形で発簡したが、対反乱の実態を

知る人たちに受け入れられることはなかった。そして、世界的に知られる

こととなった FM 3-24(2006)は、数名の「学者戦士」及び大学教授からな

る特別チームと軍内外の多彩な知識人からの助言によって策定された。空

軍においても、やはり執筆グループが立ち上げられ、さらにはシンポジウ

ムを通じて多彩な知識人からの助言によって、作り上げられている。 

 今回作り上げられた米軍ドクトリンとは、単に理論や原則と教訓からな

る教義の結集ではなく、理論や原則と教訓から作り上げられた教義の素案

が、多様な知識人による議論の積み重ねによって熟成されて作り上げられ

た教義だったと言える。そこには、陸軍・海兵隊及び空軍間で考え方の相

違がありながらも、その相違から生まれる対立を議論に変えて、議論を通

じて教義を進化させるという「智の集結システム」が存在していた。 
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（２）完璧なドクトリンは存在しない 

陸軍・海兵隊と空軍それぞれの議論をみていくと、必ずしも FM 3-

24(2006)のエア・パワーに関する記述が不十分であったとは言えない。戦

争の形態が伝統的戦争と非正規戦に分類される中、空軍に求められたのは

伝統的戦争とは異なる戦争に如何にして関わるかという教義であった。対

反乱に特化したドクトリンは、作戦の特質上求められなかったのである。 

一方、現にイラク国内で反乱に対応していた陸軍・海兵隊には、地上で

如何にして対反乱を遂行すべきかを学べる教義が必要であった。FM 3-

24(2006)は、その教義を知らしめるためのドクトリンであったのだ。FM 

3-24(2006)を主に活用するであろう、地上作戦部隊の要員が知っておくべ

きエア・パワーの役割が付録末尾の記載であったのであり、空軍として知

っておくべきエア・パワーの役割がAFDD 2-3(2007)であったのである。陸

軍・海兵隊も空軍も、それぞれの組織がその時代に求められるドクトリン

を策定したと言える。陸軍・海兵隊と空軍の対立は、統合運用が必須な対

反乱作戦において、統合ドクトリンがまだ示されていなかったが故の対立

であったともいえる。 

２つのドクトリンは、特定の非正規戦や対反乱作戦（例えば本事例であ

ればイラク、アフガニスタン）に対する教義を示したわけではなく、普遍

的で、あらゆる対反乱に広く適用できる教義を示すことを心掛けられて策

定された。しかし、智を集結し議論に議論を重ねて策定されたドクトリン

であっても、発簡されたドクトリンに対する異論や助言が収束することは

なかった。それは、同じ軍種内からでも出てくるし、異なる軍種や部外か

らはなおさらであった。 

 求められるドクトリンというのは、その立場、時代、取り巻く情勢、技

術進歩等、さまざまな要素で変化していく。瞬時であっても、ありとあら

ゆる智を集結したとしても、万人が納得するドクトリンを定めることはで

きない。大切なことは、万人が納得する完璧なドクトリンを策定すること

ではなく、その時々にその立場の者にとって最善の教義を示し、次なる教

訓と議論によって更なる進歩を目指すことである。それは、ペトレイアス
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が言うところの「変革の原動力」としてのフィード･バック・ループを確

立することである59。 

（３）ドクトリンの階層性 

国家戦略に基づく国防政策が制定され、国防政策に基づく軍事戦略が示

されることで、各作戦の目的・目標と作戦が示されるというのが一般的な

軍事行動の流れである。その意味からすると、統合運用が一般的な今日に

おいては、まず統合ドクトリンが示されその後各軍種のドクトリンが定め

られるというのが最善なのかもしれない。今回の陸軍・海兵隊及び空軍間

におけるドクトリン記載内容をめぐる対立も、統合ドクトリンが示されて

いなかったが故に発生した対立であったともいえる。 

しかし、最初から階層に沿ってドクトリンを定めていくことは難しい。

大切なことは、「鶏が先か、卵が先か」を議論することではなく、ドクト

リンの形を作ることである。対反乱及び非正規戦ドクトリンがそうであっ

たように、必要に迫られた軍種がその組織に必要なドクトリンを作成し、

それが他軍種や統合ドクトリンに波及する中で議論を生み、最終的にその

分野の階層ドクトリン全体が発展していく議論のフィード･バック･ルー

プを形成するということである。 

米軍では、FM 3-24(2006)及びAFDD 2-3(2007)が発簡されたのち、対反

乱に関する統合ドクトリン（JP 3-24 COIN）が 2009年に出され、2013年

にはこの統合ドクトリンと空軍の非正規戦ドクトリン（AFDD 3-2 IW）が

改訂された。そして、その翌年には陸軍及び海兵隊のFM 3-24 も改訂され

ている。さらに、ドクトリンの電子化が進む中で、軍種間のドクトリンが

インターネット上でリンクされ、空軍ドクトリンに記載された言葉をクリ

ックすると根拠となる統合ドクトリンが見られるようになった。米軍のド

クトリン体系は、各軍種ドクトリンの進化とともに階層性の強化も図られ

ようとしている。 

 

おわりに 

なぜ米空軍は、米陸軍及び海兵隊と同じ対反乱ドクトリンではなく非正
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規戦ドクトリンの策定に帰結したのか。その問いに対する解を導き出すた

めに、米陸軍・海兵隊及び空軍のドクトリン策定過程、議論された内容、

そして最終的な成果を分析した。その結果、陸軍及び海兵隊が必要とした

のは、現に対反乱作戦を展開する地上部隊が喫緊に知るべき対反乱の原則

を示したドクトリンであった。一方空軍は、エア･パワーが持つ特質を考

慮した結果、対反乱という特定のカテゴリーだけではなくより広義な意味

を持つ非正規戦としてのドクトリンを策定した方が、作戦要求に対してよ

り柔軟に対応できるという結論に至っていた。FM 3-24(2006)の記載内容

が不十分ということから始まった空軍内での議論であるが、重要なのは他

軍種のドクトリンの記載内容が十分か不十分かではなく、各軍種が必要と

するドクトリンがその軍種が持つ手段の特質を考慮したドクトリンとし

て策定できているかどうかであることが分かる。 

ドクトリンの階層性を考えると、先に統合ドクトリンが示されて、その

下で各軍種のドクトリンが作成され、軍種間を跨いで一貫したドクトリン

を作成するのが理想なのかもしれない。しかし、先進的なドクトリン活用

組織である米軍であっても、その実態は一貫性のある階層ドクトリンの策

定ではなく、軍種毎必要としたドクトリンの個別策定であった。そこでは

絶え間ない議論が続き、万人が納得する完璧なドクトリンが完成すること

はなかった。ただし、その結末は決して悪いものではない。ドクトリンと

いうものが、組織の垣根を越えた議論と改訂の中で進化し続けていくとい

うことである。大切なことは、完璧なドクトリンを目指すのではなく、進

化を続けるための智を集結したフィード･バック・ループを絶やさないこ

とである。 

 任務の多様化と複雑化が進む自衛隊においても、指揮官がしっかりとし

た根拠を持って決断を下せるようになるためには、ドクトリンのような教

義文書の策定は不可欠となっている。しかし、日本人気質であろうか、万

人が納得できるものが教義であるという考え方が存在しているように感

じられる。そして、それが議論の空転を招きドクトリンの発展を妨げるこ

とへと繋がってはいないか。そういった意味で、このイラク戦争に端を発
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した米軍のドクトリン議論と策定過程は、自衛隊におけるドクトリン策定

サイクルを構築していく上での参考になるのではないか。本稿が「変革の

原動力」としてのフィード･バック・ループをいかにして航空自衛隊に定

着させるのかを考えるきっかけになれば幸いである。 
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